
新潟大学の教育改革と

大学教育開発研究センターの役割

大学教育開発研究センター長　吉村尚久

新潟大学では平成5年4月から新しいカリキュラムに基づいた新入生への教育が行われておりま

すOすなわち、教養教育と専門教育を有機的に統合した4年または6年の一貫教育を実施すること

になり、従来とは異なつて1年生から専門科目の教育が行われるようになりました。それと同時に、

教養科目は、卒業時までというか、多くは3年次までに履修すればよいことになり、高学年向きの

教養科目も企画して、多様性を図ることになりました。さらに、原則的にセメスター制を採用する

ことにより、授業の効率化と多様化を目指したわけであります。平成6年度には新カリキュラムを

全面的に実施し、いわゆる“二重構造”を解消するため、教養部の廃止・転換をはかり、これに伴っ

た関係学部の改組が行われました。

従来、学生は入学後1－2年間教養部（教養課程又は進学課程）に所属し、教養科目の履修に専

念してきました。学生が専門学部に移る段階で学部教員の声は極めて単純に言ってしまうと、「教

養部で良い教育をして、望ましい学生を学部に送って欲しい」ということであったように思います。

しかも、1年生から専門教育をやりたいとの声がありましたO　しかし、学生の状況も十分に把握し

ていなくて、口を出すことに教養部からの反発もあつたと聞いております。そのためか、教養部と

専門学部の教員の間で組織体としての教育をめぐる議論や検討が十分に行われなくなつ．たのは事実

であろうと思います。

今回の改革で専門学部の教員を含めて全学の教員が教養教育を担当する、いわゆる全学出動方式

を取ることによつて、必ずしも教員全員が担当しているわけではありませんが、教養教育の量と質

の両面でかなり充実されてまいりました。平成7年度には総合科目の科目数は倍以上になり、教養

科目に多様性を持たせると同時に、多くの学生の履修希望に応えられるようにいたしました。また、

専門学部の教員が学生の教養教育を自分のところの学生を含めての教育問題としてとらえ、取り組

んでおります。これら2点は教養教育をめぐる今回の教育改革で最も大きなブラス面であります。

勿論、いろんな点での問題もありますが、全学部が積極的に受けとめ、全学的に支えることによつ

て解決していけるものと考えております。

平成6年4月、教養部廃止に伴って学内措置ではありますが大学教育開発研究センターが設置さ

れました。本センターは大きく分けて二つの役割があり、一つは教養教育を円滑・確実に実施する
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とと もに
､ 効果的な実施の ため の 企画 ･ 立案をする役割で

､ 教養教育実施部門であります｡
い ま 一

つ は研究開発部門で
､ 大学教育全体の あり方､ 教授内容や方壊の 改善に つ い て の 調査研究と具体的

な改善
･ 向上 の ため の 取り組み を役割と してお ります｡ すなわち ､ 大学にお ける教育機能を充実 し

質的向上を図る ため に は､ 大学教育の 開発研究を新たな研究対象として 開拓する と同時に ､ 大学数

貞が大学教育の 改善活動を担う主体者と して の 力量を形成する活動を推進する ､
フ ァ カ ル テ ィ デ ベ

ロ ッ プ メ ン トに取り組む 必要 がある の で
､

その役割も目指 して い る わけであります｡ ちなみ に､ 本

セ ン タ ー の 英文名は R e s e a r c h l n stit u t e f o r F a c ult y D e v el o p m e n t とな っ て おります｡

今年度､ 教養教育の 実施と平成 7 年度の授業科 目 の企画 ･ 立案に 当 っ た ほか
､ 大数セ ン タ ー の 事

業 として ①3 回の ワ
ー クシ ョ ッ プの 開催 ､ ②授業評価 に向けて の 学生による授業改善の ため の ア

ン ケ
ー トの 試行的実施

､ ③カ リキ ュ ラム 改善の ため の専 門学部 で の 各種 の 調査 ･ 研究に対する支援､

④年報の発行等を行 い ました ｡

ワ ー

ク シ ョ ッ プ の概要は本年報 に報告 した と■お りであります が ､ ｢ 大学にお ける外国語教育の あ

り方+ をテ ー マ と して 3 月 に開催 した第 3 回ワ
ー

ク シ ョ ッ プは
､

用意 した資料 が底を つ き
､ 追加印

刷をするほ ど盛会 で､ 話題提供 も大変参考 に なる もの で した ｡ 学生に よる授業改善の ため の ア ン ケ ー

トに つ い ても本年報に報告 した とおりでありますが ､ 教貞 が積極的に教育に取り組ん だ成果 が学生

の 学習に ど の様に反映され
､

効果 をあげて い るか を判断し､

一

層の改善を図る ため に は学生 による

授業評価 が極め て 重要 な役割を果 た し て い る こ とは諸外 国 の 経験 か らも明 ら か で あり ます｡ 来年度

は こ の 学生 による授業改善の ため の ア ン ケ
ー トを普通 の講義形式 の授業だ けでなく ､ 外国語 ､ 保健

体育､ 実験 ･ 実 習等を含め て全教養科 目にわた っ て実施す る こ とを目指してお り､ 全面的に実施す

るた め の全学的合意を得 るため の検討を 4 月か ら始め た い と考えて おります ｡ その ため ､ 学生及 び

教員に対して行 っ たア ン ケ ー トの 回答を整理して ､ 大数セ ン タ ー ニ ュ
ー

ス と して発行する つ もりで

あります ｡

大学教育 の 改善 に つ い て 忌悼 の無 い ご意見と積極的 な提言をお 寄せ 下さ る こ とをお願 い する と同

時に ､ 本年報 が教育改善のため の 資料と して役立 つ こ とを念願 して おります ｡
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